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東日本大震災と能登半島地震
～何が引き継がれて 何が引き継がれなかったのか？～
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災害に対する意識・知識が低かった石川県
低頻度・高強度型の災害地域．数世代のスケールで再来し
ないことから，「経験・伝承に基づいた防災教育」ができない
地域．安全神話「白山さんが守ってくれる」．

災害に対する危機感を持ってもらうことが必要
→ 脅しの防災教育

2007年能登半島地震時
の状況

津波回避⾏動津波の想起

22.4％63.1％⼀般市⺠

58.7％94.9％漁業者

林・青木（2008），青木・林（2009）より

2007年能登半島地震時の津波認知・避難行動



2011年東日本大震災を受けて①

https://www.pref.ishikawa.lg.jp/bousai/kikikanri_g/documents/tsunamisonae.pdf

津波想定の見直しと，住民対象と防災教育の強化
2007年能登半島地震は契機にならず

東日本大震災を受けて住民向け防災教育が強化される（2011～12年
度）．危機管理課ではモデル地区を設けて，住民の向けに想定の周知と
DIGを含む地区の避難計画づくり・避難訓練支援．自助・共助の強化．

→ 2024年能登半島地震の津波避難につながる



2011年東日本大震災を受けて②

石川県の防災士数 9,961人：全国６位

人口1000人当たり9.0人：全国5位

（2024.07現在）

防災士育成の強化
東日本大震災を契機に，県が費用負担をしてコミュニティ防災士の育成
を進める．町会単位で，かならず防災士がいる状態を作る．女性・外国
人防災士の育成や，大学コンソーシアムと連携した学生防災士の育成
も進める．2024年能登半島地震発生時には，全国有数の防災士数に．

一定の見識を持った人を地域に配置することで，地域住民の防災意識
を高めたり，防災訓練の実効化を進めてきた．

平松・青木（2024）：日本地震工学会誌



2011年東日本大震災を受けて③

学校防災力と防災教育の強化
東日本大震災を受けての文部科学省の「実践的防災教育支援事業」を活用した防災教育支援の強化．
2012年度から毎年，県内19市町立学校＋１県立学校の合計20校をモデル校に，学校防災アドバイ
ザーを派遣し，個別化した防災教育・学校防災計画支援を実施．学校ー地域の連携も重視しており，避
難所運営に向けた協議などの土台として活用されてきた．

防災学習を積んだ中学生が，高齢者を中心とした地域住民に対して防災講演会を行うなど，住民の学
び合いの中で，リスク認識や取るべき行動が周知されていく．



防災教育の強化の成果と課題①

• 奥能登地震発生後（2023年8月）に珠洲市沿
岸集落住民を対象にアンケート調査

• 郵送配布 郵送回収 全世帯対象悉皆調査
• 群発地震の活断層地震への移行を危惧し，珠洲
市への提言と防災教育の強化を念頭にした調査

• 2007年能登半島地震直後に比べて，津波防災
リテラシーが向上

• 県の支援事業を通した防災教育が奏功した？

• 必ずしも，住民全員の津波に対する意識が高かっ
たわけではない ＝ 二極化した意識構造

• 「早くから」「正しく」認知し，「危機感が高い」住民
• 「興味なく」「知らず」，「危機感が低い」住民
• 全員に周知は難しい・・・

奥能登地震以前 以後 未確認

津波想定を確認した時期

津波到達までのリードタイム

～5分 ～10分 わからない

大きな津波の発生可能性

低いない ある 高い わからない

青木・林（2025・印刷中）：金沢大学人間科学系紀要



防災教育の強化の成果と課題②

• ギブアップ層の存在
• 避難の判断と開始ができたとして，逃げ切れる
かについて問うている

• 70代以上では自身の避難に，20～50代では同
居の高齢者の避難に対する不安を持っている．

• 「漠然とあきらめている層」と「わかったからあ
きらめた層」

• 全体を通して10～15％程度が避難しても間に
合わない（ギブアップ）としているが，特に
80歳以上では1/4がギブアップしている（該
当者105名のうち68名は津波想定を把握して
いない）

• 「想定最大規模」を強調しすぎた弊害が生じて
いる可能性．情報の伝え方の難しさ．
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津波避難の実行可能性

安全な場所に住んでいるので避難の必要はない

自分も家族も十分に避難できる

自分は十分に避難できるが，家族の避難に不安がある

自分の避難に不安がある

避難は難しい（間に合わない）と考えている

避難の可否や難しさについて，想像がつかない・わからない



防災教育の強化の成果と課題③

能登町白丸 珠洲市三崎町寺家 https://www.jiji.com/jc/article?k=2024011500633&g=soc

• 2024年能登半島地震発生直後に津
波が到達．重篤な被災地域の家屋倒
壊はほぼ100％

•津波犠牲者は２名のみ
• 育成してきたリーダー層と積極的に
訓練してきた住民（半数）が，残り
の半数の無関心の住民を誘導するこ
とで全員の避難が成立

• 地縁・血縁のつながりが強い能登だから成
立した？ 高橋・松多 2015 地学雑誌



防災教育の強化の成果と課題④

危機感の過剰適応
津波に対する危機意識は高く
なった一方で，想定を過大評価
する住民が多くなった．

2024年能登半島地震の際に
は，能登地域に向けてマスコミ
で発信された「大津波警報」と
「避難の呼びかけ」を受けた金
沢・加賀地方（津波警報の地
域）の住民が「過剰に避難す
る」状況が生じた．

本当に避難が必要な住民が渋
滞などで避難できなくなる可能
性．今後の改善（正しく恐れる）
が必要．



能登半島地震の多様な実相を伝承する



能登町 白丸郵便局

能登半島地震の被害の大きな特徴の一つである「津波」
の破壊力の大きさを知ることができる．
保存のために町の予算化が決定している．

保存が決まった震災遺構



震災遺構を活用する具体的な動き

修学旅行の誘致に向けた震災学習プログラムの提案
県観光連盟主導で進められている作業．七尾・志賀以北の3市3町か
ら震災遺構や防災学習をするための地点が提案されている．具体的な
受け入れ先も決まっており，来年度には誘致を開始する．



「能登半島ジオパーク」構想

【ジオパーク】特筆すべき地質・地形
を保全しながら，環境理解・防災教育
に活用するUNESCOの取り組み．石
川県内では白山市が「白山手取川ユネ
スコ世界ジオパーク」として取り組ん
でいる．

県は，能登半島地震の震災遺構の一部
をジオパークとして活用する計画を進
めている．本発表で取り上げた遺構群
の一部も，その枠組みの中で保全・活
用されることを期待したい

https://www.yomiuri.co.jp/choken/kijironko/cksocialsports/20240422-OYT8T50101/



珪藻土の分布←長期的な隆起の結果

珪藻土を利用した珠洲の切り出し七輪 輪島塗の地の粉として利用される珪藻土



脅しの防災教育から共生の防災教育へ～まとめに変えて～

• 「脅しの防災教育」で津波を乗り越えた珠洲の住民

• 住み続けてもらうためには，自然史を理解した防災教育～共生
の防災教育～が必要

• 能登の自然史が作ってきた環境が里山・里海の暮らしを
支えていること【自然の両面性】の理解

• 内浦にも海岸段丘が広がっている→能登半島地震とは違
う地震もありうることへの理解

• 能登半島のジオパーク化．自然史と防災を連動させた「共
生の防災教育」への展開が不可欠

目賀（2024MS）


